Ⅲ、頒布権について

（1） 中古ゲームソフト事件判決
（大阪事件）適法に販売されたゲームソフトを、その購入者から買い入れて中古品として販売している被告らに対して、ある特定のゲームソフトの著作権者である原告らが頒布権に基づき、それらのゲームソフトの中古品の販売の差し止めなどを求めた事件
（東京事件）特定のゲームソフトの中古品を販売している原告に対し、それらのゲームソフトの著作権者である被告らは頒布権を理由として中古品の販売中止を求めてきた。これに対して原告側が販売差止請求権の不存在確認を求めた事件
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＊大阪事件を基礎として話を進めていきます

争点


[image: image2]
	
	ゲームソフトの映画的著作物性
	映画の著作物性を前提としたときの頒布権の存在
	頒布権の消尽

	大阪地裁
	○
	○
	×

	大阪高裁
	○
	○
	○

	東京地裁
	×
	
	

	東京高裁
	○
	×
	

	最高裁
	○
	○
	○


三山裕三著作権法詳説p.204より引用。項目名につき改変。

[image: image3]

[image: image4]

[image: image5]
最高裁判決（東京事件）

（１）について

　原審の判断を是認

（２）について

  ２６条１項の規定は原審のような区別をしておらず、そのような漠然とした判断基準を採用することはできない。

（３）後述大阪事件最高裁判決参照
2. 最高裁判決（大阪事件）
（１）について

　本件各ゲームソフトが「映画の著作物」に当たるか
→原審から事実関係を抜き出し、著作権法２条３項の３要件に近い形で判断したものと評価できる。

（２）について
 著作権者が頒布権を有するか
→本件各ゲームソフトが「映画の著作物」である以上その著作権者が２６条１項の頒布権を専有する

（３）について

 頒布権は消尽するか

→消尽理論は、著作物又はその複製物を譲渡する場合にも、原則として妥当する。

・消尽すべき理由

①著作権法による著作権者の権利の保護は、社会公共の利益との調和の下において実現されなければならない

②再譲渡に著作権者の許諾が必要とすれば、商品の自由な流通が制限され、かえって著作権者自身の利益を害する恐れがあり、ひいては著作権法の目的にも反する

③著作権者は代償を確保する機会を保障されているものということができ、著作権者等が二重に利得を得ることを認める必要性は存在しない

・消尽原則が映画の著作物に対して適用できる理由

☆２６条１項の解釈

著作物又は複製物を公衆に提示することを目的として譲渡し、又は貸与する権利が消尽しないと解されていたが、２６条１項に消尽について規定がない以上消尽の有無はもっぱら解釈にゆだねられていると解される。

本件のように「公衆に提示することを目的としない映画の著作物の複製物」の譲渡については上記①～③の観点から、いったん適法に譲渡されたことにより著作物の複製物を公衆に譲渡する権利は消尽する。

☆譲渡権に対する国際消尽規定による反対解釈の排除

[image: image6]
２６条の２第１項においては映画の著作物は２６条の２の規定から除外されている。

また、２６条の２第２項には１項の例外として著作物の譲渡権の国際消尽が規定されている。
以上のことより映画の著作物には消尽の原則が適用されないと解釈することは可能か？

→立法の経緯にてらせばそのように解釈することは相当では
ない
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大阪高裁　地裁判断と同じ　○





大阪地裁　東京高裁と同じ　○





東京高裁　２条３項の３要件を満たすので○


　　　　　①表現方法の要件


　　　　　②存在形式の要件


　　　　　③内容の要件





東京地裁　要件を満たさないので×


　　　　　①思想・感情の表現


　　　　　②同一の連続映像が常に再現される





（１）本件で問題となった各ゲームソフトが「映画の著作物」にあたるのか


（２）著作権者が頒布権を有するか（各ゲームソフトが頒布権の対象となる複製物に当たるか）


（３）頒布権は消尽するか








前提：映画の著作物の消尽については明文の規定は無い


２６条の２第２項は１項の譲渡権の消尽を規定している


２６条の２第１項は、譲渡権から映画の著作物を明文で除外している


反対解釈：譲渡権の範囲に含まれない映画の著作物は消尽しない








（１）映画の著作物にあたるか








大阪高裁　地裁判断と同じ　○





大阪地裁　○


映画の著作物に該当する以上頒布権を持つ


　　　　　





東京高裁　×


頒布権を有するが、本件ゲームソフトは


２６条１項で頒布権の対象になる「複製物」でない　





（２）著作権者が頒布権を有するか





大阪高裁　○


　　　　　自由な商品取引という公共の利益と著作権者の利益との調整として消尽理論が適用され、映画の著作物に関する頒布権は消尽する





大阪地裁　×


消尽理論が著作権においても妥当するわけではない





（３）映画の著作物の頒布権は消尽するか





立法の経緯


平成１１年の改正によって


２６条の２第１項→映画の著作物を除く著作物につき「譲渡権」


第２項→適法に譲渡された場合の譲渡権の消尽が明文化


しかし


映画の著作物の頒布権→譲渡する権利を含有する→上記第１項は適用されない。


上記第２項は消尽の原則を「確認的に規定」

















